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生涯と著作 

 一九世紀後半から二〇世紀にかけて、経済思想の中心問題は、資本主義と社会主義のど

ちらが優れた体制であるかを決着することにあった。社会主義に負荷的な経済学は、他な

らぬマルクスによって体系的に構築された。これに対して、資本主義を擁護しつつ社会主

義に対抗する学問体系は、ハイエクによって野心的に探究された。二〇世紀の経済思想に

ハイエクが中心的な位置を占めることは争われないだろう。ハイエクは、法学・政治学・

経済学・心理学・方法論・哲学などの諸学を総合し、自由主義を中心に据えた壮大な思想

体系を築いたのである。 

 ハイエクは、オーストリアの首都ヴィーンに生まれた。家系には学者が多く、父、弟、

息子、娘はすべて自然科学系の学者である。また著名な哲学者ウィトゲンシュタインは従

兄にあたる。ウィーン大学の学生であった頃のハイエクは、フェビアン主義という一種の

社会主義に共感し、主に法学を学びつつも、オーストリア学派の経済学者Ｆ・ヴィーザー

の下で経済学を研究した。しかしアカデミックな学問よりも社会的・実践的な関心をもっ

たハイエクは、将来は外交官になるつもりであった。ところが、オーストリア＝ハンガリ

ー帝国の崩壊（一九一八年）によって進路変更を余儀なくされる。そこで学者を目指すべ

く、二一年に法学博士、二三年に政治学博士を取得する。またこの時期に、Ｅ・マッハや

Ｍ・シュリック（ヴィーン学団）の科学哲学などに関心をもったり、心理学に関する論文

も書いている。ハイエクは将来、心理学と経済学のどちらの道を進むか迷ったというが、

この心理学の論文は、約三〇年して、『感覚秩序――理論心理学の基礎研究』（五二年）

に結実している。また学生の頃から、ハイエクはつとめて学際的な研究を心掛け、社会学

者のＡ・シュッツなどとともに「ガイストクライス」という自主ゼミを開いたりしている。 

 一九二二年、Ｌ・ミーゼスの『共同経済』が出版されると、ハイエクはこれを読んで衝

撃を受け、フェビアン主義から自由主義に転向する。以来、ミーゼスの下で経済学（とり

わけ景気循環論）を研究し、二七年にはミーゼスの取り計らいもあって、新しく設立され

たオーストリア景気研究所の初代所長に就任する。この研究所は、当初、わずか三人で出

発したが、後にヨーロッパにおける中心的な景気循環研究所となっている。ハイエクは、

景気循環研究所の運営を続けるかたわら、ミーゼスの景気循環論を発展させて処女作『貨

幣理論と景気循環論』（一九二九年）を刊行、また同年二月、景気循環研究所の月例報告

の中で、自らの景気循環理論にもとづいてアメリカに恐慌が差し迫っていると予測した。

これがみごと的中し、ハイエクの理論は世界的に注目されることとなった。 

 三一年には、Ｌ・ロビンズの招きでロンドン大学（ＬＳＥ）の非常勤講師（常勤は三二

年から四九年まで）となり、また、同年末に『価格と生産』を出版する。英語で書かれた

この著作は、前年に出版されたケインズの『貨幣論』とともに大きな反響を呼び、当時の
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経済学界の勢力を二分した。ケインズとハイエクは『エコノミカ』誌上で論争を繰り返す

が、ケインズが見解を変えて、三六年に『一般理論』を出版すると、論争はケインズの側

に軍配があるとみなされるようになる。ハイエクは四一年に『資本の純粋理論』を出版す

るが、学界に対する影響はあまりなく、孤独な風貌であったという。この間、三七年に『貨

幣ナショナリズムと国際的安定性』、三九年に論文集『利潤、利子および投資』を出版し

ている。 

 三〇年代はまた、社会主義経済の合理的な運営可能性をめぐって、「社会主義経済計算

論争」という大きな論争が繰り広げられた。この論争は、ハイエクの編著で『集産主義的

経済計画』（三五年）という本にまとめられたが、近年になっても、論争はオーストリア

学派と社会主義経済学者の両陣営で再燃している。ハイエクは、この論争を通して新古典

派経済学の欠陥を認識するようになり、社会主義の問題を、狭義の経済学の問題ではなく、

政治哲学や社会科学方法論の問題として考察するようになる。経済計算論争に関するハイ

エクの諸論文を収めた『個人主義と経済秩序』（四八年）は、また、新古典派経済学を批

判する珠玉の諸論文を収めており、今日では、新たな経済学的認識を切り開いた古典とな

っている。 

 この頃、ドイツではＡ・ヒトラーが三四年に権力を掌握し、三九年にはついに第二次世

界大戦が勃発した。ハイエクは、全体主義は社会主義思想の帰結であるという認識から、

『隷従への道』という政治的書物を四〇年から書き始め、四四年に出版する。出版社をみ

つけることに苦労したが、出版されるとたちまちベストセラーとなって、現在では一六カ

国語に翻訳されている。ハイエクのところには講演依頼が殺到し、汽車で各地を回ったが、

駅に停車するたびに群衆からサインをねだられるほど、まるで映画俳優なみの待遇であっ

たという。 

 しかし、当時の時代思潮は明らかに社会主義であった。ハイエクは社会主義の攻勢から

自由を守るために、「モンペルラン・ソサエティ」という学会を創設し、四七年から六〇

年まで会長をつとめた。学会には世界中の自由主義者たちが参加して、現在では新自由主

義という大きな流れを形成している。また、この学会の成果には、ハイエクが編集した『資

本主義と歴史家』（五四年）がある。これは、資本主義の初期に労働者の暮らしが搾取に

よって劣悪化したという歴史観を覆しており、重要な歴史研究の書となっている。 

 なおこの頃、ハイエクは一九二六年に結婚したヘラ・フリッシュと離婚している。そし

て新境地を築きたいという願いから、五〇年にシカゴ大学へ移って社会・道徳科学講座を

担当し、また、終生を共にするヘレナ・ビタリッヒと再婚している。 

 五〇年代は、歴史の書『Ｊ・Ｓ・ミルとＨ・テイラー――友情と結婚』（五一年）、社

会科学方法論の書『科学による反革命』（五二年）、および脳生理学的な心理学の書『感

覚秩序』（五二年）を矢継ぎ早に出版した。それからハイエクは、自由論の問題に本腰を

入れて取り組み、六〇年に『自由の条件』という大著を刊行する。これはＭ・フリードマ

ンの『資本主義と自由』と並ぶ新自由主義の必読書となっている。この著作は、ハイエク

が六一歳のときに出版されたので、通常の学者なら最後の主著になるものと思われた。し

かしハイエクの研究生活は、ここからが驚異的である。 

 一九六二年、ハイエクはドイツのフライブルグ大学に経済政策の教授として招かれる。

六七年には、祖国オーストリアのザルツブルグ大学の経済学客員教授となり、論文集『哲
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学・政治学・経済学研究』を出版する。六九年には、ハイエク七〇歳の誕生日を祝って『自

由への道』という論文集が編集され、また、ハイエクのドイツ語で書かれた論文集『フラ

イブルグ研究』も出版される。そして最後の大著となる『法と立法と自由』は、ハイエク

の余命を懸念して、七三年の第一巻から、三分冊の計画で出版されることになった。 

 翌七四年、ハイエクはＧ・ミュルダールとともにノーベル経済学賞を受賞する。初期の

景気循環論に関する業績と、社会・経済制度の比較研究に先駆的な業績をあげたことが評

価されたためである。これがきっかけとなって、ハイエクは再び世界の学界から注目され、

精神的にも肉体的にもよみがえったかのように精力的な研究を続けていく。ハイエクは、

ケインズ主義批判を再開し、他方で自らは『貨幣発行自由化論』（七六年）という斬新な

貨幣政策を提案する。また論文集として、『哲学・政治学・経済学・思想史の新研究』（七

八年）をまとめ、七九年には『法と立法と自由』を全三巻に完結させるという偉業を成し

遂げた。齢、八〇歳のときである。 

 八〇年代になると、ハイエクの新自由主義思想は、アメリカのレーガン政権、イギリス

のサッチャー政権、および日本の中曽根政権の経済政策に具体化され、「新保守主義の時

代」が形成された。ケインズ主義政策の失敗と相俟って、ハイエクの復活が大きく議論さ

れるようになるのはこの頃である。 

 晩年のハイエクは、思想的にも現実的にも弱体化した社会主義に対して、最後の決着を

つけたいと願っていた。そこで、自由主義陣営と社会主義陣営の論客を集めて、大討論会

を開こうと考えた。しかし、社会主義者として誰を招くことができるのか思案に暮れ、結

局この企画は実現しなかった。代わりに、ハイエクは自由経済の基本原則を記した宣言を

まとめ、『致命的なうぬぼれ――社会主義の誤り』（八九年）を出版することにした。な

おまた、現在、書簡類を含めた『ハイエク全集』がルートレッジ社から刊行中である。 

 社会主義を打倒することに生涯を捧げたハイエクの人生は、ソ連や東欧の社会主義諸国

が崩壊するという歴史的事件をもって物語的な幕切れをする。ハイエクはこの一連の事件

を見届けてから世を去ったのであるから、歴史は、一人の思想家の人生にドラマを与えた

と言うことができるだろう。 

 

市場の擁護 

合理主義批判 政治や経済活動の全体を合理的にデザインすることができるなら、どの

ような制度が望ましいだろうか。浪費を伴う市場競争は避け、過剰な宣伝や広告を廃止し、

社会的に必要な財とサーヴィスを公平に配分し、諸個人には能力に応じて最適な職業を与

え、最も差し迫った政治的目標から優先的に解決していく。このように、市場のような自

然発生的な制度は人間の共同的・人為的・意識的な管理によって合理化することが望まし

い、と合理主義者は考えるだろう。こうした発想は、マルクス主義やケインズ主義、ある

いは経済人類学者の多くに共通しているので、近代特有の合理主義を形成している。しか

しハイエクが反対するのは、まさにこの種の合理主義に他ならない。まず、ハイエクの市

場の擁護論からみていこう。 

 近代的な合理主義者は、ある目的が与えられた場合に、その目的を最も効率的に達成す

る手段を合理的なものと考える。たとえばある企業組織において、合理的な行為とは、利

潤最大化という目的を達成するために最適な手段を選択することである。しかし市場全体
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を考えてみると、そこでは目的がさまざまな経済主体に分散しており、市場全体の単一目

的など存在しないので、合理的な手段というものも存在しない。合理的な手段を選択する

ことができなければ、市場は、非合理的で秩序のないものに見えてくるだろう。だがハイ

エクによれば、市場は単一の目的に導かれていないからこそ、すぐれた制度たりえている。

その理由の第一は、市場は、諸個人が共通の目的をもたなくても敵対することなく調和さ

せ、異なる信念をもつ人々を平和的にむすびつけることができるからである。市場は単一

の目的をもたないから非合理的だという発想は誤っている。市場は、さまざまな個人の相

異なる目的を達成する共通の手段（多目的道具）だからこそ、優れた制度なのである。 

局所的知識の有効利用 市場が優れた制度である第二の理由は、時と場所によって変化

する断片的な知識を、価格シグナルという情報を通じて、社会全体として有効に利用でき

ることにある。たとえば、森林資源が稀少になり、その価格が上昇したとしよう。すると、

価格が上昇したというシグナルは、それを需要する業者に対して、代替的な生産手段の模

索や生産工程の改良といった行動をするように誘発するだろう。市場は、このように価格

シグナルによって経済主体に最適な行為をするよう促し、全体として動的な秩序化を達成

することができる。これに対して、経済制度をデザインしようとする合理主義者は、財に

関する情報をすべて中央当局に集めて、最適価格と最適な生産量を総合的に決定するほう

がいっそう効率的であると考えるだろう。しかし知識（情報）は刻々変化するし、また各

人のカンやコツに体現されたノウ・ハウとしての知識は暗黙知に留まるので、知識を完全

に集計することはできない。市場システムであれば、知識を集計しなくても、価格シグナ

ルを使って分散した知識を有効に利用することができる。各人は必要な価格シグナルだけ

に注意を集中して、そこから最適な経済活動を選択することができるし、またそのことに

よって市場は、無数の個人の目的を調和させることができる。すなわち市場は、もしそれ

がなければ中央当局が行わなければならない複雑な情報処理を、諸個人の意思決定に分散

して解決しているのである。市場が優れたシステムであるのは、新古典派が想定するよう

な完全情報の世界が成立して効率的な需給の一致が達成されるからではない。むしろ、不

完全で分散した知識を価格シグナルの伝達によって有効に利用するからなのである。 

競争の意味 市場が優れている第三の理由は、競争過程を用いることにある。通常、市

場は完全競争を達成すれば最適なメカニズムであり、そうでない場合はさまざまな市場介

入が必要だとされる。たとえば独占企業は、完全競争による最適化という基準を満たさな

いので批判される。しかし、完全競争という考えは、非現実的であるだけでなく、市場の

機能を判断するうえで誤った基準である。完全競争とは、生産者が市場動向と財について

の完全な知識をもっていると仮定し、ある財の価格が採算のとれる最低水準になるまで下

がり、それ以上は技術改良によるコスト削減や品質競争などが行われない状態を意味する。

しかしこの想定は、実際には、あらゆる競争の不在であり、競争の真の意義を捉えていな

い。ハイエクによれば、競争とは、新しい知識を発見し、人々の意見を形成する手続きで

ある。企業家は、人々のニーズを見出し、そのニーズを満たそうと努力する。さらにまた、

新たな市場を開拓することによって利益を上げようとしたり、従来よりも安いコストで生

産する技術を取り入れようと努力する。しかしどの企業家が最もすぐれた商品を提供でき

るかについては、市場競争という発見手続きを通して人々の意見を形成していくほかない。

市場が優れているのは、不完全な情報の下でこの発見手続きを有効に用いるからであり、
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完全競争という状態に近似するからではない。したがって独占について言えば、市場にお

ける新規参入が認められている限り、正当な競争の結果として生じた独占企業は、最も優

れた生産をする企業として認めなければならない。 

自生的な市場過程 完全競争概念を批判するハイエクは、同様の理由から「均衡」概念

をも批判する。通常、均衡という概念は、利用可能な生産手段の完全な情報があって消費

者の選好は所与であるという静学的な状態を想定している。このような想定のもとでは、

合理的な資源配分の達成は論理的・数学的な問題となり、市場経済であろうと計画経済で

あろうと、おなじ効率性を達成することが証明される。しかし現実には、中央当局は諸個

人に散在する知識を合理的に集計処理することができないから、社会主義経済の合理的運

営は不可能である。他方で市場経済は、完全情報を想定する均衡状態からは程遠いので、

欠陥だらけの制度に見えてくる。そこでハイエクは、経済学の中心問題を次のように立て

ている。すなわち、知識が散在するにもかかわらず、どうして市場がある程度うまく作動

するのか。これに対するハイエクの回答は、市場が自生的な秩序化作用をもっているとい

う点にある。市場は、完全にではないが、そのプロセスを通じて諸個人の期待を一致させ

るという秩序化の作用をもっている。この市場の自生的な秩序化作用を理解するなら、市

場の不完全さを人為的に統御するよりも、むしろ逆に、この秩序化作用をうまく用いて市

場を培養するほうが望ましいだろう。ハイエクは、単に市場が自生的であるというのでは

なく、この自生的な秩序化作用を社会的に有効利用しようとするところに政策的含意をこ

めている。ハイエクによれば、経済政策は、庭師の態度をもって、できるかぎり市場を育

てることでなければならない。自由社会における公共政策は、単一の公共目的を市場に押

しつけることではなく、逆に諸個人の多様な目的を達成する機会を保証するものでなけれ

ばならない。 

ケインズ批判と貨幣政策 ハイエクは、市場を育成するよりも管理しようとするケイン

ズに対して、主として三つの批判をしている。第一に、総雇用量や総需要量といった集計

概念のみに注目して、相対価格や生産部門間の構造的差異という関係を軽視するケインズ

の理論は、科学主義的偏見を抱かせ、誤った経済運営を導くことになる。第二に、伝統や

慣習を否定して社会的正義を主張するケインズは、デカルト的合理主義や功利主義の誤り

を共有している。第三に、自由放任主義（レッセ・フェール）と福祉国家を対比するケイ

ンズの思想図式には、「法の支配にもとづく自由主義」という立場に正当な位置が与えら

れていない。 

 第一の批判は、景気循環を抑えて経済を安定させるための貨幣政策にかかわる論点なの

で、ここでさらに検討しよう。ハイエクによれば、市場が円滑に作動するためには、人々

は誤った価格シグナルに反応してはならない。しかし貨幣の供給量の人為的な増加は、誤

った価格シグナルとなって景気循環を発生させてしまう。それは次のような経過をたどる

だろう。何らかの原因で貨幣量が人為的に増加すると、資金はまず製造業部門に流れ込む。

すると、各製造業者は生産を拡大するために、新たな設備投資をすると同時に、賃金を魅

力的なものにして人材を集めるだろう。投資ブームの部分的発生である。すると、製造業

部門で働く労働者の人口が増え、賃金が上昇し、消費財に対する需要が増大する。しかし、

貨幣供給の増加が一時的なものであれば、銀行の資金は底をつき、消費財部門にまで資金

が回らない。さらに、労働者は製造業部門に移動してしまったので、消費財の生産と供給
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は乏しいものとなり、消費財部門は不況に見舞われることになる。すると一方では消費財

の需要が供給を大きく上回り、物価上昇、すなわちインフレーションが発生する。他方、

消費財部門は需要超過で高い収益のチャンスがあるので、やがて資金が流れこみ、好況に

転じるだろう。しかし問題は、この間の景気循環は必然的に避けられないということであ

る。ケインズであれば、貨幣供給量は、物価水準の維持と完全雇用を達成するように人為

的に操作することが望ましいと考えるだろう。しかしハイエクによれば、いかなる貨幣量

の変化も諸財の相対価格の変化をもたらし、生産構造の歪みと景気循環をもたらしてしま

う。それゆえ望ましい政策は、ケインズ的な物価安定政策ではなく、貨幣供給量を一定に

保つような中立貨幣政策である、とハイエクは主張する。 

 また、失業の解決策として、有効需要の増加やインフレの容認というケインズ的な手段

は誤っている。失業の原因は、「総需要の分布状態」と「労働と諸資源の配分状態」の乖

離にあり、とりわけ労働組合の存在によって、労働の円滑な移動と相対的賃金の調節が市

場において阻まれていることにある。それゆえ失業対策は、労働市場を円滑にするような

政策でなければならない。 

 ところでハイエクは、後に中立貨幣政策を放棄し、貨幣発行の非国有化政策を主張して

いる。ハイエクによれば、貨幣は本来、形容詞的な存在であり、商品と貨幣の明確な区別

をすることはできない。また、貨幣が進化するにつれて、政府は最適な貨幣供給を管理す

ることが困難になるから、貨幣は市場の進化を通じて自由に発行させたほうが望ましいよ

うになるだろう。貨幣発行自由化の下では、貨幣は政府が発行してもよいし、民間の企業

や銀行あるいは個人が発行してもよい。どのような貨幣がうまく流通するかは、市場の競

争過程を通じて判断していくのである。人々が価値の安定した貨幣の供給を望むなら、そ

のような貨幣を発行し管理できる業者の貨幣が生き残るだろう。ＥＣ通貨統合について言

えば、通貨を人為的に統合することは望ましくない。むしろ多くの貨幣を流通させて、そ

こから市場の淘汰圧力にかけることのほうが結果として優れた貨幣の供給を可能にする、

とハイエクは主張している。 

社会主義批判 次に、自由市場経済に代わる代替案を検討しよう。今世紀の知識人の多

くは、近代特有の合理主義にもとづいて、社会主義や社会民主主義の立場に魅力を感じて

きた。最近では社会主義に対する魅力は失われつつあるが、社会民主主義は依然として魅

力的な制度案である。以下、これら二つの立場に対するハイエクの批判と市場の擁護論を

見ていこう。まず、社会主義に対する批判から。 

 ハイエクは、社会主義の諸理念が、価値として邪悪であるとか劣っていると非難してい

るのでは決してない。問題は、小規模な共同体ではさまざまな社会主義の実践が可能であ

るとしても、大規模な民主主義社会において経済計画を集産主義的に実行した場合、はた

してそれは社会主義者の望むような理想を達成することができるかどうか、という点にあ

る。この問題に対するハイエクの批判的回答は、次のようにまとめられる。 

 まず第一に、社会主義が最適化計算にもとづいて完全な計画経済を求めるとすれば、そ

れはすでに述べたように、そのために必要な知識（情報）を収集する時点で実践的な困難

に直面する。第二に、では、経済計画の全体を民主的に議論して決定するという理想を掲

げる場合はどうか。この場合、議会は、経済計画の目標設定や手段の選択をめぐって膨大

な論点を論争する場となり、短期間では議論を尽くした決定をなすことが不可能になるだ
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ろう。こうした状況では、計画をすみやかに実行するために強力なリーダーシップを求め

る声が高まり、権力を個人にゆだねて独裁的な決定をする方向に道を開くだろう。すなわ

ち、民主主義の下での社会主義は、全体主義的な政治形態に転化する傾向をもつのである。

もし全体主義を望まないとすれば、経済計画の全体を各部門の官僚機構に分散して委ねる

しかない。しかしその場合には、そこにさまざまな圧力団体が出てきて、裏で権益に預か

ろうと活動しはじめる。裏取引が横行し、官僚制は腐敗せざるをえない。こうして社会主

義は、全体主義か官僚制の政治形態へと意図せずして移行し、民主的な討議という理想を

達成できなくなる。 

 第三に、かりに官僚制の問題が片付いたとしよう。しかしその場合でも、どのような経

済計画であれ、それはその時点での技術・知識水準にもとづいて計画されるので、将来の

技術や知識の進歩によって節約できる生産の可能性を排除してしまうことになろう。した

がって、長期的な効率性という点からいえば、計画経済は市場経済よりも優れているわけ

ではない。 

 第四に、ここで次のような計画経済擁護論を考えてみよう。すなわち、計画経済は、必

要な財を標準化して大量生産する点で、競争に敗れて売れ残る商品を絶えず生み出すよう

な市場経済に比べれば、効率的である、という理説である。しかし、もっと長期的に考え

れば、計画経済は市場における商品のテスト過程を放棄することによって、同時に、生産

を絶えず見直したり洗練したり革新するための誘因をも失うことになる。それゆえ、計画

経済の効率性は一時的なものに過ぎず、その経済運営は次第にずさんになり、経済成長は

望めなくなるだろう。この点において、計画経済は市場経済よりも劣っている。 

社会的正義の幻想説 みてきたように、社会主義の経済は、一方で全体主義や官僚政治

を招き、他方で経済活動の効率性を失ってしまう。このような悪しき帰結を回避するため

には、ある程度まで市場競争の利点を見直す必要があろう。そこで、社会民主主義という

考え方が登場する。社会民主主義とは、市場経済を取り入れつつ、そこに社会的正義（所

得の平等かつ公平な再分配）という価値を実現しようとする福祉国家型の政策思想である。

しかしハイエクによれば、この思想は、幻想にもとづいている。というのも、社会的正義

なるものは、大規模な社会においては正義の基準を満たさないからである。正義は、その

言葉の用法において、なんらかの一般的ルールにもとづいて判断しなければならない。し

かし社会的正義は、一般的・普遍的に通用するようなルールに訴えることなく、諸個人の

特定の事情（職種や健康状態や社会環境など）に応じて所得を再分配しようとするので、

正義の基準を満たさない。したがって社会的正義は、かりにそれが望ましいとしても、正

義とは別の、何らかの共同体的な価値を満たすものと考えるしかないだろう。 

 そこで次にハイエクは、大規模な社会では、所得の再分配という政策が以下のような困

難を抱えると批判する。第一に、所得の再分配が望ましいとしても、具体的な再分配の目

標については意見が対立してしまうので、実際の政治においてはその時々の党派的な要求

を満たすほかなく、一貫した再分配政策は望み得ない。このような状況の下では、人々は

一般的なルールというものに対して不信を抱くようになり、すべての基準をその時々の政

治的影響力によって刹那的に決定しようとするだろう。こうした社会の運営は、大規模な

市場社会を維持するために必要なルールを掘り崩す破壊的な力となる。第二に、所得の再

分配によって、お金持ちがいなくなる場合を考えてみよう。ハイエクによれば、お金持ち
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は、まだコストが割高な新商品を実験してみるという機能を担っている。自動車であれコ

ンピュータであれ、最初はそれが高価な時にまずお金持ちが購入して、その商品のよし悪

しを試してみる。そしてその商品が優れていることが判明するなら、それをさらに開発し

てコストを低下させ、誰もが買えるようになる。これに対して、もし所得を平等に近づけ

るなら、新商品を試す人々は減少し、結果として新商品を開発する誘因を挫いてしまい、

市場の成長を阻害するだろう。第三に、相続税の税率を引き上げることで所得の平等を達

成しようとする政策を考えてみよう。この政策は、親から子供への所得移転を禁止するこ

とで、子供が人生の同じスタートラインに立つようにと目論んでいる。しかし、親は子供

に金銭以外の面でさまざまな配慮をするから、完全にスタートラインを平等にすることは

できない。これを完全に平等にしようとすれば、家族に対する政府の介入が増大して、誰

もが望まない強大な権力形態へと導くだろう。また、多くの文化的資質は二～三世代をか

けて達成できるものであるから、親から子供への財産の継承を認めないなら、そうした文

化的資質は開花しないことになる。それゆえ文化的な価値を増大させるためには、親が子

供に何かをしてやりたいという本能的な欲求をうまく利用することが望ましいだろう。ハ

イエクは、家族内の道徳を維持するような社会を「真の個人主義」と呼び、これを否定し

てバラバラな個人から社会を契約的に構成しようとする立場を「偽りの個人主義」と批判

している。 

 以上のような理由から、所得の再分配は経済や文化の成長と矛盾することが分かる。最

後に、経済成長を失ってでも所得の公平を実現しようとする立場について考えてみよう。

そのような論者は、多くの場合、勤勉に働いた人々が損をしたり、勤勉でない人が大儲け

をしたりするようなことがあってはならない、と主張する。すなわち、再分配の目標は、

各人の努力を正当に評価して報酬を与えることだと主張する。しかし、いかなる人間も、

他の人間を正当に評価する絶対的な基準をもってはいない。それゆえ正当な報酬は、その

時々の政治的権威によって決定するほかない。この立場は、まず第一に、ナショナリズム

を超えて実現することができないだろう。第二に、労働に対する評価を政治的・一元的に

決定するなら、労働を低く評価された人間は人格的にも低く評価されたと見なされ、耐え

難い社会となろう。第三に、人間の価値には、努力以外にも人徳とか天性などがあるが、

これらの価値を一元的に評価することは本来的に困難である。こうした理由から、正当な

報酬を目指す社会は、市場社会よりも優れているとは言いがたい。 

自由主義 社会的正義を徹底的に拒否するハイエクは、しかし市場経済を野放しにしろ

と言っているのではなく、市場を育むための国家介入を多く認めている。防衛、警察、疫

病や自然災害の予防、義務教育といった事柄だけでなく、道路建設のための土地の強制収

用、職業ライセンスの許可制度、ポルノグラフィーの法的規制など、多くの規制を認めて

いる。ハイエクは、「いっそう多くの自由が達成されるならば」という理由で、一定の自

由を抑圧することを認めているのである。それゆえハイエクの立場は、自由主義と言って

も特殊であることに注意されたい。図式的に言えば、自由主義は、国家の介入をどの程度

認めるかによって、無政府資本主義、最小国家論、古典的自由主義および新自由主義の、

三つのレヴェルに区別される。また、自由を正当化する仕方によって、自然権論、帰結主

義、社会契約論の三つに分類される。ハイエクの立場は、国家の役割を多く認めて自由社

会の新たな制度を積極的に提案する「新自由主義」を、「帰結主義（制度の妥当性をその
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結果から判断する立場）」によって擁護する立場として位置づけられる。 

 なおまた、アメリカで自由主義という場合は福祉国家主義を意味し、ハイエクの自由主

義は「保守主義」とされることにも注意されたい。ただしハイエクは、保守主義を全面的

には評価しない。保守主義は、社会発展の速度に関心を示すだけで、その方向については

問題にしないので、実際、社会主義と妥協してきた。また保守主義は、民主主義を酷評し

たり、社会の自生的で新しい変化を恐れる点でも、ハイエクの自由主義と対立する。ハイ

エクが保守主義を評価するのは、社会の合理的な改革を懐疑し、伝統的な慣習や道徳に価

値を見いだす点である。 

 

拡張された秩序の基礎理論 

 自生的なものの類型 哲学的なレヴェルにおけるハイエクの功績は、自生的な社会制度

の存在を、自然と作為の二分法を超えて正当に位置づけた点にある。市場や言語や慣習と

いった社会制度は、特定の人間によって人為的・意図的に設計されたものではなければ、

われわれの本能的・自然的な欲求にもとづいて発展させてきたものでもない。それは、人

間行為の意図せざる結果として成長してきた制度である。ハイエクはこれを「自生的秩序」

と呼び、人為的に設計された秩序である「組織」や「本能的自然」と区別している。自生

的秩序に関する洞察は、Ｂ・マンデヴィル、Ｄ・ヒューム、Ａ・ファーガスン、Ａ・スミ

ス、Ｅ・バーク、Ｃ・メンガーといった人物に継承され、ハイエクに至っている。 

 ところで、人間の理性によって社会を統御しようとする合理主義者は、自生的秩序をす

べて「組織」に改革しようと欲するだろう。しかしハイエクは、こうした態度を「設計主

義的合理主義」と呼んで批判する。この立場は、百科全書派やＪ・Ｊ・ルソー、フィジオ

クラート、サン=シモンとＡ・コント、Ｊ・ベンサム、そしてＫ・マルクス、Ｆ・エンゲ

ルスへと継承されている。しかしハイエクによれば、設計主義は、認識論的・方法論的な

誤りにもとづいている。ハイエクはその理由を詳細に探究しているが、その要点は、人間

の意識的な理性によって、理性の存立基盤を明確に認識したり設計することはできない、

という点にある。歴史において人間は、理性的であったがゆえに新しいルールを採用した

のではない。むしろ人間は、偶然にも一定のルールに服することによって、はじめて理性

的な存在になったのである。それゆえ自生的秩序を組織に変革するなら、さまざまな障害

が生じ、われわれの理性の基盤が失われるだろう。言い換えれば、設計主義的な態度によ

って、誰もそのメカニズムを十分に解明していないようなルールに従う態度を失うなら、

非理性的で野蛮な社会を招来してしまうだろう。 

ルールの価値 そこで、ルールに関する洞察が重要となってくる。ルールには、意図的

に設計された明示的なルール、明示化しえない暗黙的なルール、および、明示的でないも

のを明示化したルール（たとえば慣習法）がある。合理的なものにしか価値を見出さない

合理主義者であれば、あらゆるルールを言語化して合理的に設計しようとするだろう。し

かし人間の理性には限界があるから、すべてを合理化することはできない。たとえば「よ

い日本語」というルールは、一定の諸個人の言語感覚に体現された暗黙的なルールである

といえる。同様の例として、正義感覚やフェア・プレイといったルールがある。これらの

ルールは、なぜ合理的で有用であるのか明確でないから従う必要はない、と考えるのは賢

明ではないだろう。理論的には合理的でなくても、実践的に体得することによってその有
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用性を理解することができるからである。市場秩序の諸ルール（たとえば私的所有制度）

についても同じことが言える。これらのルールは、各世代ごとに受け継がれてきた産物で

あり、各世代は、ルールの全体を合理的に把握しなくても、実践的にはそれに従いつつ部

分的な修正を加えることによって、結果としてすぐれた社会秩序を形成することに成功し

てきた。これらのルールは、歴史の進化論的な淘汰過程を生き抜いてきたのである。それ

ゆえ非合理的に見えるルールでも、進化論的な観点から一定の価値を認めて保持する態度

がなければならない。 

無知と自由 設計主義のもうひとつの誤りは、今や社会の秩序が拡張され複雑になった

ので、個人の自由を制限して社会を秩序だてる必要がある、と発想する点にある。これに

対してハイエクは、社会が複雑になったからこそ、諸個人を自由に活動させる必要がある

のだと主張する。ハイエクのいう自由とは、強制からの自由であり、各人が自分のもって

いる知識を自分で用いる自由である。われわれは、誰がどのような知識をもっているかす

べて把握することはできないし、新しい着想や商品が将来どれほどの有用性を発揮するか

について事前には知らないから、諸個人の自由な活動を通じて優れたものを発掘しようと

しなければならない。事前に有益な結果をもたらすことが分かっているような場合にだけ

自由を認めるという政策は、自由の機能を誤認している。自由の機能は、予測できるよう

な結果ではなく、全く新しい発展をめざすことにあるからである。このように、われわれ

が無知であるからこそ自由を必要とするというハイエクの議論は、ソクラテス流の「無知

の知」を社会哲学に発展させる独創的な試みであるといえよう。 

法の支配 設計主義の第三の誤りは、「法」による非人格的な支配を人格的な支配に置

き換え、無制限な権力形態への道を開いてしまう点にある。「法」とは、政府の公共的活

動を制約する一般的なルールであり、行政上の措置である「立法」とは区別される。それ

ゆえ、立法をもつ社会のすべてに「法の支配」があるわけではない。法の支配する社会で

は、そこにおいて裁判官が、法を発明するのでなく発見し、法の内的整合性を調べ、「メ

タ法規的なルール」に従って法を改正する。そしてこのメタ法規的なルールの存在を承認

することが、真の意味での「法の支配」を保証するのである。ハイエクは、法を「特定目

的を指示するために人為的に作成された法（テシス）」と解釈する法実証主義の立場を批

判して、特定の行為を禁止するノモスとしての法の領域が重要であることを示している。 

部族社会への回帰願望 設計主義の第四の誤りは、それが部族社会への回帰願望をもつ

ことである。なるほど、伝統的な道徳や法律を破棄して合理的なものに作り替えていくと

いう営みは、近代社会を築くうえで不可欠な作業であったように思われるだろう。しかし

ハイエクの見るところ、すべてを合理化しようとする設計主義は、拡張された秩序を維持・

発展するための基礎であるどころか、むしろ部族社会への回帰願望から生じている。とり

わけ、諸個人の個別的な事情に応じて実質的な福祉を実現しようとする「社会的正義」の

理想は、部族精神の反逆である。すべてを把握して設計することができるのは小規模な部

族社会に限られているのであり、拡張された秩序においては、もはや望み得ない理想なの

である。われわれの開かれた社会は、過去の共同体の道徳を取り戻すという部族社会的な

本能を抑制し、新たな道徳を獲得していかなければならない。宗教について言えば、キリ

スト教の一神教的信念は開かれた社会に有益な道徳を発展させてきたが、不寛容である点

では多神教の仏教に比べて劣っている。 
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ハイエクの評価 

 以上に見てきたハイエクの思想には、一貫した思考の流れがある。すなわち、人間が「無

知」であるという事実から社会哲学的な意義を引き出す試みである。人間は、個としては

無知で無力であるが、そこに自生的な秩序を形成することによって賢明な存在となる。ま

た、諸個人は無知であるからこそ、自由な社会が要請される。さらに、社会思想における

設計主義批判や、経済学における均衡論批判、あるいは本章で論じることのできなかった、

認識論における物理主義批判、方法論における科学主義批判と実証主義批判、政治におけ

る功利主義批判など、ハイエクの無知論は、近代に特有の合理主義を批判する体系的な議

論を展開しているところに特徴がある。 

 合理的なもの以外はすべて疑うという合理主義は誤りである。この種の合理主義は、人

間が無知であることの含意を理解できないので、開かれた社会を維持するような道徳を発

見することができず、市場社会を批判して閉じた社会の道徳を取り戻そうとしてきた。な

るほど、閉じた社会の歴史は一万年以上に及ぶのに対して、開かれた社会の歴史は非常に

浅い。だから、過去の共同体に戻ろうとする人間の本能的な欲求は簡単に払拭できるもの

ではないだろう。しかし社会はすでに開かれてしまったのであり、これを閉じようとする

行為は自殺的な結果を招くことになる。われわれは、開かれた社会の道徳と価値について

まだあまりよく知らないが、これを発見する以外に文明を築く道はない。ひとつだけ言え

ることは、自由主義は、そのような道徳を発見するのに最良の環境基盤だということであ

る。 

 ハイエクの思想は、マルクスに似て、戦闘的なイデオロギー対決を迫ってくる。それゆ

え、なるべく価値から自由でありたいと望むような人は、ハイエクに対して一方的な嫌悪

感を抱いてしまうだろう。しかしハイエクの見るところ、「あらゆる価値判断を避けるべ

きであるという公準は、しばしば、誰も傷つけたくなく、したがって自分の好みを隠そう

とするような臆病者の、単なる弁解にすぎなくなってしまった」。イデオロギー上の問題

を合理的に把握しようする試みは、ウェーバーのいう価値自由の公準に抵触する営みでは

ない。社会科学は価値上の争点を問題にしうるのであり、ハイエクの立場に反対する人も、

このことだけはハイエクから学んでおかねばならない。 

 

 

読書案内 

 ハイエクの著作は、『ハイエク全集』（第Ⅰ期全十巻、春秋社、一九八六年以降）とし

て刊行されている。第一巻：『貨幣理論と景気循環』および『価格と生産』。第二巻：『利

潤、利子および投資』。第三巻：『個人主義と経済秩序』。第四巻：『感覚秩序』。第五

～七巻：『自由の条件』。第八～十巻：『法と立法と自由』。入門として適しているのは、

ハイエクの経済思想に関する諸論文を集めて翻訳した『市場・知識・自由』（田中真晴／

田中秀夫編訳、ミネルヴァ書房、一九八六年）、およびインタヴューを含んだ『新自由主

義とは何か』（西山千明編、東京新聞出版局、一九七七年）である。このほか、『隷従へ

の道』（一谷藤一郎／英理子訳、東京創元社、一九九二年）＝『隷属への道』（西山千明

訳、春秋社、一九九二年）、『科学による反革命』（佐藤茂行訳、木鐸社、一九七九年）、
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『貨幣発行自由化論』（川口慎二訳、東洋経済新報社、一九八八年）、インタヴュー集と

して、スティーヴン・クレスゲ／ライフ・ウェナー編『ハイエク、ハイエクを語る』（嶋

津格訳、名古屋大学出版会、二〇〇〇年）が翻訳されている。 

 二次文献について。簡単な紹介は、Ｅ・バトラー『ハイエク――自由のラディカリズム

と現代ー』（鹿島信吾／清水元訳、筑摩書房、一九九一年）。ハイエクに関する研究書と

して、古賀勝次郎『ハイエクと新自由主義』（行人社、一九八三年）、古賀勝次郎『ハイ

エクの政治経済学』（新評論、一九八一年）、Ｎ・バリー『ハイエクの社会・経済哲学』

（矢島鈞二訳、春秋社、一九八四年）、嶋津格『自生的秩序――ハイエクの法理論とその

基礎』（木鐸社、一九八五年）、Ｊ・グレイ『ハイエクの自由論』（照屋佳男／古賀勝次

郎訳、行人社、一九八九年）、落合仁司『保守主義の社会理論――ハイエク・ハート・オ

ースティン』（勁草書房、一九八七年）、間宮陽介『ケインズとハイエク』（中公新書、

一九八九年）、Ｒ・ツィントル『ハイエクとブキャナン』（井上孝／古賀勝次郎／中島正

人訳、行人社、一九九一年）、橋本努『自由の論法――ポパー・ミーゼス・ハイエク』（創

文社、一九九五年）、渡辺幹雄『ハイエクと現代自由主義』（春秋社、一九九六年）、江

頭進『Ｆ・Ａ・ハイエクの研究』（日本経済評論社、一九九九年）、平井俊顕『ケインズ・

シュムペーター・ハイエク――市場社会像を求めて』（ミネルヴァ書房、二〇〇〇年）、

G・R・スティール『ハイエクの経済学』（渡部茂訳、学文社、二〇〇一年）、スティーヴ・

フリートウッド『ハイエクのポリティカル・エコノミー』（佐々木憲介／西部忠／原伸子

訳、法政大学出版局、二〇〇六年）がある。また、雑誌『現代思想』一九九一年一二月号

はハイエクを特集しており、その中に国内の「ハイエク研究文献目録」が収められている。

最後に、ハイエクの伝記的紹介として、橋本努「Ｆ・Ａ・ハイエク――人間像の考察」（橋

本努編『経済思想 第８巻 二〇世紀の経済学の諸潮流』日本経済評論社、二〇〇六年、

所収）を参照されたい。 

 

 

理解を深めるために 

一、ある道徳家は、ハイエクを自由放任主義であると非難するが、逆に、ある自由放任主

義者は、ハイエクを社会主義者であると糾弾している。そこで、ハイエクが容認する社会

福祉政策や統制政策を整理し、自由の「条件」について考察しなさい。 

二、ハイエクの新古典派批判について整理し、そこから新たな経済学を発展させてみよう。

ネオ・オーストリア学派（Ｉ・Ｍ・カーズナーなど）の見識が参考になる。 

三、コスモス、ノモス、ゲーム、ルールといった概念について、ハイエクの用法と他の論

者の用法を比較しなさい。 

四、ハイエクは、自生的なものがすべてよいといっているのではない。また自由社会に必

要な諸制度のすべてが自生的に発展してきたとも考えていない。そこで、ハイエクの理論

体系における反自生的な要素について、検討しなさい。 

五、ハイエクは近代合理主義を批判するので、古典的自由主義の不死鳥と呼ばれたり、あ

るいは、ポスト・モダンと親近性があると言われる。そこで、前近代・近代・ポスト近代

の区分を明確にし、ハイエクは近代をどのように批判ないし支持したのかについて、他の

論者と比較検討しなさい。 


